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平
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1
日
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在
で
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勢
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計
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定
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が
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さ
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ホ
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市の財政状況を公表

一般会計 歳出総額

380億2,289万円
平成27年度 決算

繰入金
20億8,188万円（5.1%）

市税
83億2,448万円

（20.3%）

市債
53億2,009万円

（12.9%）

県支出金
20億9,605万円（5.1%）

使用料および手数料ほか
17億350万円（4.1%）

諸収入
9億4,909万円
（2.3%）

地方消費税交付金
14億3,508万円（3.5%）

繰越金
14億4,983万円（3.5%）

地方交付税
101億3,142万円

（24.7%）

国庫支出金
76億1,049万円

（18.5%）

411億191万円

　
公
営
企
業
会
計
は
、
民
間

企
業
と
同
じ
よ
う
な
経
営
を

し
て
い
る
事
業
の
会
計
で
、

水
道
事
業
と
簡
易
水
道
事
業

の
2
会
計
が
あ
り
ま
す
。

※不足額は損益勘定留保資金などで補てんしました

公営企業会計

　
特
別
会
計
は
、
特
定
の
収
入

を
も
っ
て
事
業
を
行
う
場
合

に
、
一
般
会
計
と
分
け
て
経
理

す
る
会
計
で
す
。

特別
会計

会　計 歳　入 歳　出 差引額
国民健康保険事業 127億2,861万円 124億9,616万円 2億3,245万円
介護保険事業 64億9,941万円 61億9,880万円 3億　 61万円
訪問看護事業 2,584万円 2,584万円 0万円
農業集落排水事業 1億7,868万円 1億7,818万円 50万円
観光事業 8億7,776万円 8億7,059万円 717万円
下水道事業 24億6,813万円 24億6,000万円 813万円
土地取得事業 2,640万円 2,640万円 0万円
火葬場事業 1億   516万円 1億   516万円 0万円
後期高齢者医療事業 7億3,017万円 7億2,926万円 90万円
太陽光発電事業 4億9,344万円 4億5,796万円 3,548万円

合　計 241億3,359万円 235億4,835万円 5億8,524万円

会　計 収　入 支　出 差引額

水道事業
収益的 21億4,411万円 16億1,488万円 5億2,923万円
資本的 3億5,178万円 13億6,814万円 ▲10億1,636万円

簡易水道事業
収益的 1億6,854万円 1億2,368万円 4,486万円
資本的 9,067万円 1億4,316万円 ▲5,249万円

合　計 27億5,510万円 32億4,986万円 ▲4億9,476万円

　歳出総額は、東日本大震災が発生後、施設などの災害復
旧や震災復興事業の実施により、300億円を超えています。
　27年度は、380億円を超える歳出総額となっており、
26年度と比べ増加しました。これは、液状化対策事業な
どの震災関連事業が増加したためです。関連する国からの
補助金や地方交付税などの増加により、歳入総額も増加し
ました。

歳入総額 歳出総額
うち震災分

23年度 359億4,027万円 312億6,248万円 38億8,406万円
24年度 394億4,788万円 356億9,904万円 58億9,994万円
25年度 372億1,463万円 341億7,099万円 41億3,312万円
26年度 340億   173万円 316億2,191万円 14億3,894万円
27年度 411億　191万円 380億2,289万円 65億7,745万円

決算状況の推移（一般会計）

歳

歳

出

入

農林水産業費
17億8,314万円（4.7%）

土木費（道路や公
園などの整備）
51億3,275万円

（13.5%）

消防費
（消防活動など）
61億419万円（16.1%）

教育費（学校整備、
社会教育など）
41億2,197万円

（10.8%）

公債費（借金を返すため）
29億7,412万円（7.8%）

商工費（観光振興、
中小企業助成など）ほか
12億6,590万円（3.3%）

衛生費（健康づくりや
ごみ処理など）
29億633万円（7.6%）

総務費（市の
事務など）
37億741万円

（9.8%）

民生費
（高齢者・障がい者・児童福祉など）
100億2,708万円（26.4%）

380億2,289万円

　市では毎年2回、市の財政状況を公表しています。今回は、平成27年
度決算の概要と平成28年度上半期（4月1日～9月30日）の予算執行状況
をお知らせします（各表の計数は表示単位未満を四捨五入しているため、
合計が一致しない場合があります）。平成27年度決算書は、財政課、各支
所、各図書館で閲覧できます。また、市のホームページに財政状況（予算、
決算、財務書類、バランスシートなど）を掲載しています。

　一般会計決算額は、歳入総額で411億191万円、歳出総額で380億2,289
万円となり、歳入歳出差し引き額は30億7,902万円です。26年度と比べ
ると、歳入総額が71億18万円、歳出総額が64億98万円増加しました。

ム
ペ
ー
ジ
に
掲
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ま

す
。

　
な
お
、
労
働
力
の
状
態
や
人

口
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転
出
入
状
況
な
ど
に
関
す

る
統
計
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今
後
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次
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表
さ

れ
る
予
定
で
す
。

平成27年 平成22年（前回） 人口増減
（平成22年から27年）

総数 男 女 総数 男 女 増減数 増減率

人口

香取市 77,499 38,103 39,396 82,866 40,592 42,274 ▲5,367 ▲  6.5％

15歳未満 7,992
（10.3％） 4,155 3,837 9,457

（11.4％） 4,846 4,611 ▲1,465 ▲15.5％

15～64歳 43,739
（56.6％） 22,646 21,093 50,131

（60.6％） 25,874 24,257 ▲6,392 ▲12.8％

65歳以上 25,544
（33.1％） 11,187 14,357 23,178

（28.0％） 9,797 13,381 2,366 10.2％

不詳 224 115 109 100 75 25 124 −

世帯数 27,294 27,309 ▲     15 ▲  0.1％

※人口は、実際に住んでいる人（外国人含む）の数で、住民基本台帳人口や外国人登録者数とは異なります
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市の財産

市債の状況
会　計 現在高 構成比

一
　
般
　
会
　
計

臨時財政対策債 149億1,654万円 25.5%
教育債 85億9,790万円 14.7%
土木債 46億6,070万円 8.0%
総務債 32億7,300万円 5.6%
消防債 30億   990万円 5.1%
衛生債 20億5,517万円 3.5%
農林水産債 13億8,464万円 2.4%
減税補てん債ほか 13億7,644万円 2.4%

特
別

会
計

下水道事業債 78億   624万円 13.3%
農業集落排水事業債ほか 33億7,227万円 5.8%

公
営
企

業
会
計

水道事業債 69億8,971万円 11.9%
簡易水道事業債 10億7,152万円 1.8%

合　計 585億1,403万円 100.0％

平成27年度末市債残高 585億1,403万円
（うち合併特例債に係る市債残高172億5,682万円）

■建物� 302,116㎡
■土地� 2,561,007㎡
■車両� 180台

■基金　�181億8,436万円
■有価証券　� 126万円
■出資金　� 6,962万円

※合併特例債…�合併団体のみが発行できる起債で、元利償還金の7割を
国が措置する特別な起債

※臨時財政対策債…�元利償還金の全額を国が措置する特別な起債

公営企業会計

平成28年度上半期（4月～9月）
予算現額　369億4,982万円
収入済額　180億  346万円（収入率48.7％）
支出済額　140億4,433万円（支出率38.0％）

一般会計

歳出上段：予算現額
下段：収入済額（収入率）

上段：予算現額
下段：支出済額（支出率）歳入

市　　税

衛 生 費

繰 入 金

地方交付税

国庫支出金

そ の 他

市　　債

繰 越 金

県支出金

民 生 費

そ の 他

公 債 費

教 育 費

土 木 費

総 務 費

使用料及
び手数料

消 防 費

11億1,074万円
  3億8,755万円（34.9%）

81億3,345万円
48億2,789万円（59.4%）
80億7,150万円	
60億9,661万円（75.5%）
53億7,557万円
             0万円（0.0%）
44億1,018万円
14億3,295万円（32.5%）
28億4,113万円
13億1,766万円（46.4%）

21億8,072万円	
24億5,902万円（112.8%）

21億9,989万円
   3億3,962万円（15.4%）

地方消費税
交 付 金

13億3,400万円
  7億1,588万円（53.7%）

  4億7,136万円
  1億8,981万円（40.3%）

諸 収 入
  8億2,128万円
  2億3,647万円（28.8%）

117億7,613万円
   42億6,799万円（36.2%）

    8億8,234万円
    3億6,934万円（41.9%）

68億  171万円
22億3,317万円（32.8%）

  41億   544万円
  16億1,119万円（39.2%）

  38億8,485万円
  12億9,693万円（33.4%）

  33億9,024万円
  18億9,383万円（55.9%）

  26億   142万円
  11億8,611万円（45.6%）

  16億2,761万円
     3億1,365万円（19.3%）

  15億8,493万円
    7億3,858万円（46.6%）

    2億9,515万円
    1億3,354万円（45.2%）

会　　計 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 支出率
国民健康保険事業 125億9,241万円 48億1,358万円 38.2% 55億7,914万円 44.3%
介護保険事業 69億4,511万円 29億8,387万円 43.0% 25億5,690万円 36.8%
訪問看護事業 2,800万円 730万円 26.1% 1,262万円 45.1%
農業集落排水事業 1億9,800万円 1,678万円 8.5% 7,750万円 39.1%
観光事業 6億3,305万円 4,220万円 6.7% 1億9,045万円 30.1%
下水道事業 27億6,011万円 1億7,859万円 6.5% 8億7,367万円 31.7%
土地取得事業 813万円 327万円 40.2% 0万円 0.0%
後期高齢者医療事業 8億2,091万円 2億4,291万円 29.6% 1億5,382万円 18.7%
太陽光発電事業 2億4,000万円 1億6,838万円 70.2% 5,143万円 21.4%

合　計 242億2,572万円 84億5,688万円 34.9% 94億9,553万円 39.2%

会　　計
収　　入 支　　出

予算現額 収入済額 収入率 予算現額 支出済額 支出率

水道事業
収益的 20億2,754万円 10億2,187万円 50.4% 19億3,833万円 5億   376万円 26.0%
資本的 15億5,069万円 4億7,257万円 30.5% 24億6,349万円 7億5,033万円 30.5%

簡易水道
事業

収益的 1億5,033万円 3,095万円 20.6% 1億3,670万円 1,749万円 12.8%
資本的 5,417万円 0万円 0.0% 9,749万円 3,844万円 39.4%

合　計 37億8,273万円 15億2,539万円 40.3% 46億3,601万円 13億1,003万円 28.3%

商 工 費

農 林
水産業費

　健全化判断比率と資金不足比率は、地方公共団体の財政
破たんを未然に防ぐための指標です。
　平成27年度決算では、すべての比率で早期健全化基準
を下回り、「健全段階」にありました。また、資金不足を
生じた公営企業はありませんでした。

健全化判断比率、資金不足比率は
引き続き健全な財政運営を維持

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 ― 12.50 20.00
連結実質赤字比率 ― 17.50 30.00
実質公債費比率   8.6 25.00 35.00    
将来負担比率 59.2 350.00

■健全化判断比率 （単位：％）

※「実質赤字額」、「連結実質赤字額」が黒字の場合「―」で表記

会　計 資金不足比率 経営健全化基準
農業集落排水事業 ―

20.0

観光事業 ―
下水道事業 ―
太陽光発電事業 ―
水道事業 ―
簡易水道事業 ―
※「資金不足額」が黒字の場合「―」で表記

■資金不足比率 （単位：％）

特別会計

　
か
と
り
の
木
は
、
市
内
の
森

林
か
ら
伐
採
さ
れ
た
木
材
で
、

ち
ば
の
木
認
証
制
度
に
よ
り
証

明
さ
れ
た
木
材
で
す
。
そ
の
利

用
推
進
と
森
林
の
健
全
な
育
成

の
た
め
、
か
と
り
の
木
を
使
用

し
た
住
宅
の
取
得
者
に
対
し
て

補
助
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

■
対
象
住
宅　
左
記
の
す
べ
て

に
該
当
す
る
住
宅

◇
市
内
で
居
住
の
た
め
に
新
築

す
る
一
戸
建
て
木
造
住
宅

◇
か
と
り
の
木
の
利
用
割
合
が

50
％
以
上
、
ま
た
は
延
べ
床
面

積
1
㎡
当
た
り
0
･
1
㎥
以
上

◇
施
工
者
ま
た
は
設
計
者
が
市

内
に
事
業
所
が
あ
る
、
ち
ば
の

木
の
家
づ
く
り
推
奨
店

※
ち
ば
の
木
の
家
づ
く
り
推
奨

店
と
は
、
ち
ば
の
木
認
証
セ
ン

タ
ー
が
認
定
し
た
工
務
店
な
ど

◇
事
業
実
施
年
度
の
2
月
10
日

ま
で
に
上
棟
が
終
了

■
対
象
者　
対
象
住
宅
に
申
請

者
ま
た
は
家
族
が
居
住
し
、
市

税
な
ど
を
滞
納
し
て
い
な
い
人

（
香
取
市
暴
力
団
排
除
条
例
に

該
当
す
る
と
き
は
対
象
外
）

■
補
助
額　
木
材
購
入
費
の
4

分
の
1
（
1
棟
当
た
り
上
限

25
万
円
）

■
補
助
棟
数　
6
棟

■
申
請
方
法

　
農
政
課
・
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
あ
る
計
画
認
定
申
請
書
に
記

入
し
農
政
課
に
持
参
く
だ
さ
い
。
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で

住
ま
い
づ
く
り
支
援
事
業

交通事故などで 保険証を
� 使う場合は届け出を！

　自分以外の人の行為が原因の負傷や病気の治療費
は、本来加害者が負担すべきものです。国民健康保
険の保険証を使って治療する場合、届け出が必要で
す。示談を結ぶ前に、必ず連絡してください。
■第三者（自分以外の人）行為に該当するもの
◇交通事故
◇他人のペットなどによるけが
◇不当な暴力や傷害行為によるけが
◇スキー・スノーボードなどの接触事故
◇他者所有の建物での設備の欠陥などによる事故
◇購入食品や飲食店などでの食中毒
※業務中・通勤途中の事故は労災保険の対象です

問市民課　☎（50）1228

予算執行状況

か
と
り
の
木
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